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ゾド（寒雪害）とモンゴル地方社会
―2009／2010年冬のボルガン県の事例

尾崎　孝宏

0.　はじめに

　2010年５月、国連人道問題調整事務所（United Nations Office for the Coordination of 

Humanitarian Affairs, 以下 OCHA と表記）は、“Mongolia Dzud Appeal”（OCHA 2010）と題

する50ページ強の援助要請文を発表した。それによれば、2009／2010年冬はモンゴル国で未曾

有のゾド（寒雪害）が発生し、後述するように各地で非常に大きな被害が発生したことが報じ

られている。

　ところで本年のゾド以前、直近の大規模なゾドは1999年冬から2002年春にかけて３年連続で

発生したものであった。このゾドにより967万頭の家畜が死亡し、その結果家畜を失った牧民

が大挙して首都ウランバートルへと人口移動を開始するきっかけとなる、モンゴル社会に変動

をもたらす一大画期となった（小宮山 2005：74，尾崎 2006：207-208）。

　また、筆者は先のゾドに関し、スフバートル県オンゴン郡の事例に即し、国家レベルでの被

害頭数や人口移動などの統計的データに代表される「国家的経験としてのゾド」と呼びうる語

りに対し、「個人的経験としてのゾド」とでも呼びうる語りの可能性について指摘したことが

ある。前者が国家の公式見解に裏打ちされた単一性の高さを特徴とするのに対し、後者は個々

人の経験の多様性ゆえに多様な語りを発生させる。また、国家レベルと個人レベルでは、そも

そも注目される「事実」の質においても差異が見られる。すなわち、国家がある年のゾドとい

う「特別なイベント」を切り取って理解・提示しようとするのに対し、個人レベルではゾドは

利用可能な草を減少させ、結果的に保有家畜を危機的な状況に陥れる一連のファクターの１つ

として理解されている（尾崎 2003：107-108，120-122）。

　ただし、先のゾドに関する筆者の研究においては、ゾドの経験主体として上述の国家と個人

以外に、郡（ソム）などの地域社会もその主体たりうる可能性を示唆したものの、資料的な制

約から具体的な検討は手付かずであった（尾崎 2003：108）。

　さらに、各種統計の集計単位である県（アイマク）も、経験主体の１レベルとして想定しう

るだろう。というのも、モンゴル人の出身地、気象、災害などに関する日常会話には、しばし

ば県レベルでの言及がなされるため、モンゴル人のアイデンティティを構成する１レベルとし

て県を取り上げることは妥当であると思われるためである。本論では、国家と個人の中間に存

在する経験主体を「地方社会」という用語で指し示すこととし、さしあたり県レベルと郡レベ

ルという２層を設定する１）。
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　無論、「地方社会」と述べた場合の「社会」とはいかなる存在であるか、については議論が

必要であろう。だが、それはさておき純粋に統計的なレベルの議論であっても、県レベルで表

象されるゾドが、国家レベルで表象されるゾドとは必ずしも類似の像を結ばないことも容易に

想像できる。事実、たとえばスフバートル県の事例では、1999年から2002年の間に総家畜頭数

は4.5% の増加を示しており、2001年のように家畜が減少（-6%）している年も含まれるとは

いえ「３年連続のゾド」という表象とは必ずしも一致しない（小宮山 2005：82）。そのため、

本論では、モンゴルにおける県レベルでの「地方社会性」に関する議論は将来の課題とし、さ

しあたり統計データの１集計階層として議論を先に進めていきたい。

　本論の目的は、2009／2010年冬に発生したゾドについて、地方社会の各レベル、あるいは個

人にフォーカスした際に、どのような像を結び、どのように解釈しうるか、あるいはどのよう

な社会的事実として人々が認識し得るかを検討することにある。その際、地方社会の事例とし

ては、筆者が2007年より定期的に短期の社会調査を繰り返しているボルガン県、郡レベルでは

ボルガン郡を取り上げる。

　後述するように、筆者が事例として取り上げるフィールドは、OCHA の報告書を見る限り

ではゾドの被害をかろうじて免れているかのように見受けられる（OCHA 2010：４地図）。し

かし現地の牧民は、自らの牧地、あるいは可視的な近傍（およそ数キロメートルの距離）で確

かにゾドが発生した、という認識を有している。

　また、小宮山がゾドの報告書５種類を比較検討した結果として指摘しているように、ある年

がゾドの年であったか否かという判断は、モンゴル国政府や研究者の間でも必ずしも一致して

いるわけではない（小宮山2005：76，82）。この事実を敷衍すれば、OCHA の報告書のみに依

拠して、現地にゾドは「発生しなかった」、つまり現地はゾドにまつわる研究を行うに不適当

な地域であると判断することができないのは明らかである。県や郡のレベルで、「もっとも被

害が深刻な地域」として本論で取り上げるフィールドに代表性を付与しようとすれば、確かに

それは不適当であろうが、逆に言えばそれだけのことである。

　さらに、ゾドは経験主体により多様な像を結びうるという筆者の前提に立脚すれば、「ゾド

でなかったように見えること」も、あるいは「ゾドでなかったかのように見える地域の内部で

もゾドが存在した地域があること」また「そこにゾドを認識した個人が存在すること」も、な

んら齟齬が存在しない事実群として理解可能であり、それゆえに本論をゾドに関わる研究の一

環として位置づけることが可能である。

　本論の流れは以下の通りである。まず、2009／2010年冬のゾドに関わる、現在入手可能なほ

ぼ唯一の資料である OCHA の報告書に基づいて、モンゴル国レベルにおける2009／2010年冬

のゾドを概観する。その後、ボルガン県のレベルに焦点を移し、2009／2010年冬のゾド以前の

家畜頭数の変遷を確認した後、最新（2010年夏季）の統計資料も活用しつつ、ボルガン県にお
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ける2009／2010年冬のゾドに関する総括を試みる。次いで、ゾドの被害を認識しているボルガ

ン郡の１インフォーマントを取り上げ、個人レベルにおけるゾド認識の１事例として分析を

行った後、ボルガン郡のレベルにおけるゾドの総括を試みる。そして最後に、本論の到達点を

確認したうえで、今後の研究課題を示したい。

１．2009／2010年冬のゾド概観

　OCHA の報告書は内容面から、2009／2010年冬のゾドに関連する説明の部分と、援助プロ

グラムの具体的内容や予算に関連する説明の部分とに分けられる。本論では、そのうち前者の

みを取り上げ、その内容を簡単に紹介したい。

　OCHA によれば、このゾドの引き金となったのは冬の寒さと積雪であるとしている。そし

て、まずそれによる家畜への被害の発生が以下のように述べられている。

　深い積雪は、モンゴル国民の相当部分の生命維持と生活に重要な家畜が草を食えなくなる

ことを意味している。それは適切な量の飼料を集めることのできなかった夏の干ばつ、極端

な寒さと相まって、家畜の死の蔓延と、家畜に頼って生きる人々への深刻な結果を引き起こ

した。2010年４月末までに、全国で780万頭（モンゴル国の家畜の約17%）以上の家畜が死

亡した。家畜の損失は、家畜の出産率の低下とともに、牧民と地方社会に壊滅的な影響を与

えた。牧畜セクターはモンゴル国の全人口の30% の生活手段となっており、国の GDP の

16% を占めている。現在、ほぼ9,000世帯（45,000人）が家畜のいない状態であり、厳しい将

来に直面している（OCHA 2010：５）。

　なお、被災頭数に関しては、報告書中に表１のような記載がある。なお、特に記載はないが、

2010年の死亡頭数はそれぞれの時期までの累計であると思われる。

表１：過去のゾドにおける家畜死亡頭数
年 時　期 頭　数

1999-2000年 合計 224万頭
2000-2001年 合計 340万頭
2001-2002年 合計 207万頭

2010年 １月５日現在 ５万頭
2010年 ２月１日現在 180万頭
2010年 ３月18日現在 380万頭
2010年 ５月現在 780万頭

（OCHA 2010：15）を元に筆者作成
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　この表を見る限りでは、2009／2010年冬のゾドでは、1999年から2002年までの合計に匹敵す

る頭数の家畜が死亡したということになる。ただし、同じ報告書でも別の箇所では1999年から

2002年までの合計を「1120万頭」（OCHA 2010：12）とする記述も存在するため、「匹敵する」

という表現が適切であるかどうかは保留が必要であるが、いずれにせよ、単年度ベースでは先

のゾドをはるかに上回る被害が出たということになる。

　また、被災地域については、「モンゴル国の21県のうち15県、76万9,106人（全人口の28%）

が存在する地域が被災地域であると宣言され、他の４県も深刻な影響を受けている」（OCHA 

2010：５）とある。報告書では、上記15県の名称が具体的に挙げられているが２）、ボルガン県

はこの15県には含まれていない。

　モンゴル国の県レベルの行政単位は、ウランバートル特別市と21県より構成されている。つ

まり、15県が被災地域であり、他の４県も深刻な影響を受けているということは、影響が軽微

なのはウランバートルをのぞけば２県にすぎないことになる。報告書にはこの２県に関する具

体的な言及はないが、報告書に掲載されている、2010年４月13日にモンゴル国非常事態本部が

発表したという郡別のゾドの状況を示した地図を参照すると、大まかな推測が可能である

（OCHA 2010：４）。

　この地図では、郡ごとにゾドの状況が「Normal」から「Extremely Affected」までの４分

類で示されているが、最も軽微な「Normal」はフブスグル湖からスフバートル県に至る北西

―南東の線上に集中的に分布しており、かつ県の全ての郡が「Normal」に属するのは、ダル

ハンオール県とオルホン県のみであることが読み取れる。つまり、ボルガン県、ゴビスンベル

県、ドルノゴビ県、スフバートル県が「深刻な影響を受けている」と分類されていることが推

測できる。ただし、この４段階の状況がいかなる基準に基づいているかは報告書からは明らか

ではない。なおこの地図からは、「被災地域」とは、ゾドの状況が最も深刻な「Extremely 

Affected」もしくはその次の「Affected」に分類されている郡を１つでも含む県の意味である

ことも読み取ることができる。

　さらに、このゾドが引き起こした交通の寸断は、牧畜のみならず、輸送という文脈でも被害

をもたらしていることが以下のような表現で描写されている。

　モンゴル人は厳しい冬には慣れている。しかし先般の冬はここ半世紀ほどで最悪のもので

あった。2010年１月初旬以降、気温は常に平年より６度以上低く、積雪も平年を上回った。

このため春は牧民にとって特別に厄介なものとなった。彼らは現在、雪融けと再凍結の繰り

返しに直面しており、それにより家畜を放牧する牧地へのアクセスが不可能な状況にある。

2010年４月末現在、国の60% 以上が深い雪に覆われたままである。多くの道路が寸断され、

僻地の人々や共同体へのアクセスが困難または不可能となっている。また逆に、彼らが保健
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機関や保健サービスへアクセスすることの障害ともなっている（OCHA 2010：７）。

　OCHA の報告書では、一般的なゾドの要因およびそれがもたらす影響について、表２のよ

うに分析している。なお、影響として挙げられているものの一部には、単に要因の説明に過ぎ

ないと思われるものが含まれているが、ここでは原文のまま掲載しておく。

表２：一般的なゾドの要因およびそれがもたらす影響
要　因 影　　　響

１ 夏の干ばつが国内の
多くの地域を襲う

干ばつによる世帯ベースの干草の生産不足
脂肪の減少による家畜の体調不良
市場での干草不足

２ 国レベルでの家畜頭
数の増加

他に収入を得る機会がない多くの人々が家
畜飼養に向かった
カシミアが換金作物であるためヤギの数が
顕著に増えた
結果として環境の悪化や過放牧が晩夏にお
ける家畜の体調不良をもたらした

３ 異常に寒い冬の到来 マイナス45度以下の状態が多くの地域で長
期間続いた

４ 頻繁かつ大量の降雪
による冬季放牧地へ
のアクセス阻害

早期の融雪が再凍結し牧地を氷で覆った
深い積雪が牧民と家畜の移動性を妨げた
吹雪が頻発した

５ 配分や販売用の干草
備蓄の欠如

かつての国家飼料備蓄は現在市場原理にゆ
だねられている
良い夏が続いたので干草の価格が低下した
ため、2009年の夏には商人が生産量を減ら
した

（OCHA 2010：15）を元に筆者作成

　そして、報告書では1999年から2002年までのゾドの経験を教訓として、「家畜の喪失が牧民

の生活と安全、特に女性と子供のそれに長期的な悪影響を与える」ことや「多くの、特に若い

被災牧民が地方から都市へ、特に首都ウランバートルへ大挙して移住３）してくるだろう」こ

とに警鐘を鳴らしている（OCHA 2010：12）。即ち、先のゾドで発生した悲劇的な状況が、先

のゾドより深刻な被害をもたらしていると認識されている2009／2010年冬のゾドでも同様に、

あるいはより強烈な形で発生することが予見されるので対策や援助が必要である、というロ

ジック構成になっている。

　つまり OCHA の報告書のゾド関連の部分を要約すれば、2009／2010年冬のゾドは、カシミ

ア生産による現金収入の増大を目指した牧民がヤギを中心に家畜頭数を増やした状況で、夏の

干ばつから冬の酷寒・大雪という極端な自然現象に加え、十分な飼料の備えがなかったために
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発生し、先のゾドをも上回る甚大な被害をもたらした上に、今後も長期的な貧困や移住などの

大きな社会的影響が予測されるものである、ということになろう。

　もちろん、ゾドの要因は他にも考えられる。特に、OCHA の報告書で言及されているのは

国家レベル、言い換えれば広大な面的広がりを想定した場合に想定しうる要因とゾド発生に至

るメカニズムに限られているが、実際にはより狭い範囲である地方レベル、あるいは個人レベ

ルでより大きな影響を与える要因も想像可能である。

　たとえば、以下のものはモンゴル国で自然災害が発生した場合にしばしば言及される要因で

あるが、牧民が酷寒や大雪の予報にどう対処したかや、家畜の局所的な過密状況などがそれに

相当する。あるいは、より広域的な要因たりうるものとしても、一例としては近年のカシミア

価格の下落に起因する、ヤギに対する関心の低下など、他にも考慮すべきファクターは存在す

る。なお、上述のファクターは全て、筆者がボルガン郡などで現地調査を行う中で現地の牧民

から指摘を受けた項目である。

　さて、そのボルガン県はすでに指摘している通り、OCHA の報告書においては2009／2010年

冬のゾドの被害は決して大きくなかった地域に属する。また、上述の地図を見る限り、被害は

県南部で比較的大きく、県中心地の存在する中部や北部では軒並み「Normal」という評価が下

されている。しかし、現地の人々の中にはそれでもなお、同年の状況をゾドと認識する事例が

確実に存在する。そこで次に、ボルガン県におけるゾド言説を理解するための背景として、社

会主義崩壊前後から今日に至るまでの、ボルガン県における家畜頭数の変遷などを確認したい。

２．ボルガン県の家畜頭数変遷と2009／2010年冬のゾド―統計データより

　グラフ１は、1971年から2009年までの、ボルガン県およびモンゴル全国における総家畜頭数

の変遷である。データの出所は、ボルガン県に関しては1971～1995年が国家統計局発行の

“Agriculture in Mongolia 1971-1995”（SSOM 1996）、1996～2007年がボルガン県政府付属統

計局発行の“Булган Аймгийн Статистикийн Эмхтгэл 2007он（ボルガン県統計集2007年）”（Булган 

Аймгийн Засаг Даргын Дэргэдэх Статистикийн Хэлтэс 2008）、2008～2009年がボルガン県政府

より独自に入手したデータである。

　モンゴル全国に関しては、1971～1995年が国家統計局発行の“Agriculture in Mongolia 

1971-1995”（SSOM 1996）、それ以降は手持ちの資料の都合により、1996～1997年が“Mongolian 

Statistical Yearbook 1997”（NSOM 1998：134）、1998年が国家統計局より独自に入手したデー

タ、1999～2002年 が“Mongolian Statistical Yearbook 2002”（NSOM 2003：137）、2003～

2004年 が“Mongolian Statistical Yearbook 2004”（NSOM 2005：196）、2005～ 2008年 が

“Mongolian Statistical Yearbook 2008”（NSOM 2009：207）、2009年については前節で取り上

げた OCHA の報告書のデータ（OCHA 2010：6）である。
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　このように、グラフ作成上のデータソースは多岐にわたるが、いずれのデータソースも元々

は、毎年末に行われている家畜センサスに基づいている。そのため、統計間の数値的な齟齬は、

ゾドによる家畜の死亡数に関連して後述するような最近年のデータの取り扱いを除けば皆無で

ある。なお、2010年の総家畜頭数は2010年末の家畜センサスで把握される数字なので、その数

値が発表される2011年夏頃に初めて、2009／2010年冬のゾドが反映された総家畜頭数が公表さ

れることになる。

グラフ１：ボルガン県およびモンゴル全国の総家畜頭数（1971～2009年）

※モンゴル国全体の数値は右側の Y 軸を参照

　この家畜頭数の増減を示すグラフから、いくつかの興味深い傾向を読み取ることが可能であ

る。本論では、ボルガン県における総家畜頭数の増減のトレンドが入れ替わる1999年と2003年

を境として「社会主義時代後期から1999年まで」、「1999年から2003年まで」、「2003年以降」の

３期に分類して考察したい。

１．社会主義時代後期から1999年まで

　社会主義後期から社会主義崩壊直後（1993年頃）までの家畜頭数の状況は、「停滞状況」と

表現することが可能であろう。全国レベルにおいては、社会主義崩壊直後すでに社会主義時代

と比べれば若干高めの頭数で推移するものの、ボルガン県に関しては、社会主義崩壊直後も、

社会主義時代の頭数変動の範囲内での家畜頭数が続いている。ただ、全国レベルに関してもそ
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の後の急増と比べれば穏やかなレベルにとどまるため、停滞状況の域を脱するものではないと

いえるだろう。

　ところが、社会主義崩壊の混乱が一応の収束を見せた1994年頃より、ボルガン県においても

全国レベルにおいても、等しく家畜頭数が急速に増加していく。そしてボルガン県においては

ゾド直前の1999年末に、社会主義時代の最高値である1942年の131万頭を大幅に上回る161万

頭、そして全国レベルにおいては3,357万頭もの家畜を有するに至る（Булган Аймгийн Засаг 

Даргын Дэргэдэх Статистикийн Хэлтэс 2008：73-74；NSOM 2003：137）。

２．1999年から2003年まで

　ボルガン県においても全国レベルにおいても、1999年からゾドの影響で急激に家畜頭数が減

少する点は同様である。ただし、違いがあるのは2003年である。全国レベルでは2002年の総家

畜頭数2,390万頭に対し、2003年では2,543万頭と増加に転じるのに対し（NSOM 2005：195）、

ボルガン県では2003年にも家畜が減少しているだけでなく、しかもその減少率は1999年から

2002年にかけてよりも大きい。この原因は2002／2003冬に、ボルガン県が大雪に起因するゾド

に見舞われたためである。

　つまり、国家レベルの言説とは異なり、ボルガン県のゾドは４年連続であり、しかも国家レ

ベルではゾドを脱したと見なされている４年目が最も甚大な被害をもたらしていることにな

る。なお、2002／2003冬にボルガン県がゾドであったという記憶は、少なくとも筆者が接した

現地のインフォーマントの人々にとっては現在も共有されている事実である。ただし、全国レ

ベルでの家畜頭数は2002年時点で1988年とほぼ同水準まで落ち込んだのに対し、ボルガン県で

の頭数減少はそれより若干高めの1990年代前半の水準までにとどまった点を考慮すると、ゾド

が長引いた割には被害の程度は最も深刻な部類には属していないとも評価できる。ただし、だ

からといって現地の牧民が自らの経験に照らし、「1999年から2003年にかけてのゾドは軽微で

あった」と認識しているわけではもちろんない。

３．2003年以降

　ゾドの終結後、ボルガン県においても1990年代後半の家畜増加率を上回る勢いで再び、家畜

の増加が始まる。2009年には総家畜頭数は未曾有の261万頭に達し、2003年の2.3倍以上の頭数

となった。なお、この変化傾向は全国レベルと基本的に同一であるが、全国では2002年から

2009年まで、すなわちボルガン県よりも１年長い期間における増加率ですら1.84倍にすぎない

点を考慮すると、ボルガン県の方がより急激に増加しているといえるだろう。ただし、全国レ

ベルの4,402万頭という数字も、言うまでもなく過去最多の頭数である（NSOM 2005：195； 

OCHA 2010：６）。
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　さて、このような未曾有の家畜増加状況下で、ボルガン県も2009／2010年冬を迎えることと

なった。上述したように、家畜頭数に関する毎年のデータは各年末に収集されるため、2009／

2010年冬のゾドの影響が反映された総家畜頭数データは現時点では公表されていないが、各郡

のレベルでは、６月末時点での家畜頭数や上半期の家畜の死亡頭数などが夏季に集計され、県

や国家レベルの政府機関へ報告されている。

　このうち、前年12月末時点の家畜頭数に出産した仔畜を加え、さらに死亡した家畜を減じた

６月末の家畜頭数がそのままの形で国家統計に出現することはないが、かつてボルガン県政府

に勤務していた調査協力者から筆者が聞いた話では、成畜や仔畜の非正常死頭数などは６月末

に集計した上半期の頭数がそのまま年間の数として統計で公表されるとのことであった。

　こうした基礎情報を踏まえ、グラフ２に2002年から2010年までのボルガン県における成畜の

非正常死頭数を示す。なお、データソースはグラフ１で示したもののうち『ボルガン県統計集

2007年』とボルガン県政府から独自に入手したデータである。後者は県の統計年報（2009年版

および2010年版）の一部をコピーしたものであるが、2009年の成畜の非正常死頭数には「27,270

頭」（2009年版）と「19,919頭」（2010年版）という、決して小さくない齟齬が存在する。こう

した齟齬の発生原因については推測が困難であるが、2009年版には畜種ごとの内訳が示されて

おり、他種データとの比較において便利であるという理由から、本論では2009年版の数字を一

貫して使用している。

　また、「非正常死」（зүй бус хорогдол）という概念については統計中にも明確な定義が言及

されていないが、病死・事故死・災害による凍死や餓死・オオカミの食害などによる家畜の損

失を合計した概念であろうと推測される。

グラフ２：ボルガン県における成畜の非正常死頭数（2002～2010年）
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　このグラフを見て明瞭に読み取れることは、家畜の損失という面では2010年は2003年に次ぐ

規模であり、それは先のゾドの被災年であったはずの2002年の数字を優に上回る。また、2004

～2009年とのコントラストから考えても、2010年上半期の家畜死亡数は突出している。そして

現地インフォーマントの語りからも、2009／2010年冬にボルガン県が雪と寒さに見舞われたこ

とは疑いない。つまり、このグラフから、ボルガン県が2009／2010年冬に、ゾドによって過去

数年間なかった規模の家畜損失を蒙ったということが見て取れるだろう。

　また、OCHA の報告書には、「平年であれば、家畜の死亡率は一般に２パーセントを越えな

い」（OCHA 2010：15）という記述がある。つまり、それを上回る年は、何らかの災害に見舞

われた年と考えて差し支えない。成畜の非正常死について、筆者の手許には2006年以降の郡別

データが存在する。そこで次に、表３として、各年の郡ごとの成畜の非正常死頭数が、前年末

の頭数に占める割合（以下、本論では「死亡率」と表記する）を示し、ボルガン県全体の状況

および郡ごとのゾド状況の多様性について検討を加えたい。

表３：成畜の非正常死頭数が前年末の頭数に占める割合（死亡率）
2006 2007 2008 2009 2010

バヤンアクト 0.30% 0.50% 0.30% 3.00% 5.00%
バヤンノール 0.10% 0.20% 0.00% 0.00% 2.60%
ボガト 0.50% 0.10% 0.20% 2.30% 8.30%
ボルガン 1.60% 1.60% 1.90% 2.70% 8.00%
ブレグハンガイ 0.40% 0.30% 0.20% 0.40% 2.50%
ゴルバンボラグ 0.50% 0.30% 0.20% 0.40% 4.60%
ダシンチレン 0.10% 0.10% 0.30% 0.00% 4.20%
モゴト 0.30% 0.50% 0.30% 1.10% 17.40%
オルホン 0.30% 0.90% 0.30% 0.70% 12.10%
サイハン 0.80% 0.90% 1.00% 1.20% 13.80%
セレンゲ 0.40% 0.10% 0.10% 0.40% 4.70%
テシグ 1.40% 1.30% 1.20% 2.20% 2.10%
ハンガル 0.10% 0.30% 0.20% 0.70% 4.50%
ヒシグウンドゥル 0.30% 0.20% 0.30% 0.90% 6.20%
ホタグウンドゥル 0.30% 0.40% 0.30% 2.00% 2.40%
ラシャーント 0.10% 0.20% 0.70% 0.30% 11.30%
ボルガン県全体 0.50% 0.50% 0.40% 1.10% 7.60%

　まずボルガン県全体の数値に着目すると、2006～2009年は２% を下回っているのに対し、

2010年は7.6% と、２% を大きく上回っていることが看取される。一方、各郡の数値に目を転

じた場合、いくつかの興味深い事実が明らかになる。まず、ａ）2010年の数値に関して、テシ
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グ郡の2.1% からモゴト郡の17.4% まで、全て２% を上回ってはいるものの、郡ごとに大きな

ばらつきが存在する。さらに、ｂ）ボルガン郡などいくつかの郡については、2009年にもわず

かではあるが２% を上回っている。そして、ｃ）2006～2008年に関しては、県全体でも個別

の郡でも、２％を上回る数値は記録されていない。だが、ｄ）他郡と比較して、ボルガン郡や

テシグ郡のように、平年でも明らかに死亡率の高い郡が存在する。

　これらの傾向、特にａ）からｃ）については、2009／2010年冬が突出して大きな被害を出し

たゾドの年であったことを裏付ける一方、その被害程度には郡ごとに大きなばらつきが存在

し、地域によっては局地的な災害が散発した可能性がある2008／2009年冬と大差ないケースも

存在することを示唆している。

　また、ｄ）からは、平年であっても比較的死亡率の高い地域が存在する可能性が示唆される。

ただし、それに当てはまる２事例が片や都市近郊のボルガン郡、片や北の国境地帯に位置する

テシグ郡であり、しかも2009／2010年冬には前者は県平均値をやや上回る死亡率であるのに対

し、後者は県内でも最低の死亡率であることから、その背景はそれぞれ異なる可能性が高いの

ではないかとも想像される。

　こうした地域ごとの多様性および、多様性をもたらす原因の複雑性は、筆者の手許にはボル

ガン県政府から入手したデータのみしか存在しない４）、仔畜の死亡数データからも推測される。

以下の表４は、2009年と2010年の仔畜の死亡数（五畜の合計）を、郡ごとに集計したものである。

表４：仔畜の死亡数
2009年上半期 2010年上半期

バヤンアクト 14,482 18,856
バヤンノール 0 12,607
ボガト 830 6,323
ボルガン 9,679 10,830
ブレグハンガイ 628 9,119
ゴルバンボラグ 247 14,500
ダシンチレン 706 16,824
モゴト 1,768 39,845
オルホン 627 20,825
サイハン 3,675 38,382
セレンゲ 236 4,598
テシグ 244 4,964
ハンガル 239 3,254
ヒシグウンドゥル 1,963 17,142
ホタグウンドゥル 4,127 8,075
ラシャーント 768 3,144

合　計 40,219 229,288
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　ここで、先ほど言及したボルガン県全体、ボルガン郡、テシグ郡の数値に注目してみよう。

2010年の数値の対2009年比は、それぞれ5.7倍、1.1倍、20.3倍である。残念ながら、現状では

こうした差異をもたらした要因について説得的に語りうるだけの論拠を筆者は持ち合わせてい

ないが、少なくとも、郡レベルにフォーカスした場合のリアリティは、県レベルにおけるそれ

とは多分に異なった像を結ぶ可能性が高く、その要因については各郡の状況を精査する必要が

あることは確かであろう。

　そこで次節では、筆者が実際に現地調査を行っている地域であるボルガン郡について、郡レ

ベルから個々の牧民レベルにおける視点で、2009／2010年冬のゾドを検討してみたい。なお必

要に応じて、同じく筆者が現地調査経験のある、ボルガン郡の南西に隣接するオルホン郡の事

例を比較対象として取り上げる。

３．ボルガン郡の事例から

　ボルガン郡は、筆者がすでに別項（尾崎 2008）で紹介したとおり、ボルガン県中心地とそ

の郊外の草原を含む地域であり、その意味で都市空間から離れた場所に位置する他の郡とは

行っている牧畜の性格や牧民の属性が多少異なる。つまり、単なる地理的偏差というだけでな

いファクターが加わるため、家畜頭数の変遷や災害発生時の損害のあり方にもボルガン県の平

均値とは食い違いを示す可能性が高い地域であるといえるだろう。

　すでに表３で指摘したことの繰り返しになるが、グラフ３において、ボルガン郡とボルガン

県全体における成畜の非正常死頭数を示す。ここでは、ボルガン郡とボルガン県全体の通時的

変化の動向を比較しやすくするため、それぞれ異なるスケールのグラフを重ね合わせている。

グラフ３：ボルガン郡とボルガン県全体における成畜の非正常死頭数（2006～2010年）

※ボルガン県全体の数値は右側の Y 軸を参照
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　これを見ても、ボルガン郡がボルガン県全体の平均と比べ2010年の被害が突出していない原

因は、平年の家畜死亡数が多いためであったことが推察される。さらに、この事実を補強する

データとして、1997年から2009年までのボルガン郡、オルホン郡、そしてボルガン県全体の総

家畜頭数の推移をグラフ４に示す。

グラフ４：ボルガン郡、オルホン郡、ボルガン県全体の総家畜頭数（1997～2009年）

※ボルガン県全体の数値は右側の Y 軸を参照
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　2009／2010年冬においても、春営地の存在する地点の周辺が大雪に見舞われ、エルデネ氏自

身はゾドであったという認識を有している。事実、ヒツジ・ヤギ群は牧畜労働者１名とともに

南西40km のオルホン郡内、さらにウマ群は別の牧畜労働者1名をつけて南西60km のサイハン

郡内までオトルに出し、被害を回避したのだという。ただし、ウシ群のみは自らの冬営地近辺

に留め置き、結果として110頭の成畜のうち４頭のウシを失う被害を受けたという。なお、内

訳は種オス２頭、メス成畜１頭、２歳ウシ１頭であった。この数字は、単純に死亡率としては

3.5% なので、比較的被害は少なかったと感じても違和感はないのだが、エルデネ氏としては

自らの「本業」であると位置づけているウシに被害が出たことと、それが種オスであったこと

に少なからぬショックを受けていた。

　被害にあった種オスは、１頭がヤク、１頭がカザフスタンの乳肉兼用品種の血統を入れた改

良種であったという。なお、生存した２頭は「セレンゲ土着種」と呼ばれる在来種の肉用ウシ

であった。改良種の種オスは在来種に比べて1.5倍以上の価格で取引され、メスウシの成畜と

比べれば２倍の価格である。つまり、エルデネ氏は、経済価値の側面から単なる「１頭」以上

の価値を持つウシを失ったことになる。

　エルデネ氏によれば、２頭の種オスは牧地で凍死ないし餓死したものであるという。種オス

は秋の種付けで疲弊しているため、今回の冬を乗り越えられなかったのだろうとの評価であっ

た。

　また種オスは、将来の群れの構成を左右するという側面でも、大きな意味合いを持つ個体で

ある。エルデネ氏は、このゾド被害の補充として、秋の種付けシーズンまでに肉用の「セレン

ゲ土着種」を２頭購入する予定であるとのことであった。ゾド前に、エルデネ氏は乳用の改良

種を購入して牛乳の生産を拡大することも検討していたのであるが、近年の乳価の下落に加え

て、ゾドで改良種の種オスが死亡した事実を踏まえ、トウモロコシなどの飼料備蓄や畜舎の整

備が必要な乳用改良種は、飼育の条件整備に大きな資金が必要であるという理由から、肉用牛

の生産にシフトすることを決断するに至った。

　なお、エルデネ氏がウシをオトルに出さなかった理由について、本人は明確には答えてくれ

なかったが、およそ次のようなものであると想像される。ヒツジやウマをオトルに出しており、

また所有家畜頭数が多く富裕層に属するエルデネ氏にとって、ウシもオトルに出すことは難し

くない。当時、エルデネ氏はウシに牧畜労働者を２人つけていたことを勘案すれば、経済的困

難や労働力不足は理由にならないだろう。だが現地は、不在中に他の牧民が移動して来ること

を懸念して、自らの移動をためらう牧民が存在するほどの高密度状況である。また不在中に、

断熱材として利用される畜糞や家畜囲いの木材などが盗難にあう懸念も、現実問題として存在

する。一方、牧畜労働者だけに放牧を任せると、管理が不十分で家畜を失うリスクが高くなる

とエルデネ氏は懸念しており、かつてそうした発言を筆者も耳にしたことがある。
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　つまり、固定資産の監視という意味で動けず、また自らにとって最重要家畜であるウシを牧

畜労働者だけでオトルに出すことで管理が行き届かなくなることも懸念するエルデネ氏にとっ

て、草原火災で明らかに冬営地として使い物にならなかった2002／2003冬とは異なり、2009／

2010年冬はウシを動かさないリスクよりも動かすリスクの方が大きいと感じられたのであろ

う。そして、結果として種オス２頭を含む４頭の損失という、彼の主観としては小さくない被

害を今回のゾドから受けたということになる。

　一方、エルデネ氏のこの経験をボルガン郡まで面的に敷衍可能であるとすれば、2009／2010

年冬のゾドは、また異なった像を結ぶ可能性がある。すなわち、ウシの経済性というような畜

種ごとの差異を考慮に入れた場合、ボルガン郡の成畜死亡率「8.0%」という数値が、単にボル

ガン県全体の「7.6%」という数値を若干上回っているという以上の被害イメージを現地の牧民

にもたらしている可能性も推測される、ということである。

　その推測の根拠として、以下に表５を挙げておく。これは2010年の成畜死亡率を、ボルガン

郡とボルガン県全体に関して畜種別に示したものである。なお、ボルガン郡にはラクダは１頭

しか存在しないため、ラクダに関するデータは省略した。

表５：ボルガン郡とボルガン県の畜種別死亡率（2010年）
ボルガン郡 ボルガン県

ウマ 6.30% 4.70%
ウシ 11.70% 6.50%
ヒツジ 5.80% 7.60%
ヤギ 10.20% 8.40%

　これを見ると、ボルガン郡ではヒツジの死亡率は県全体よりも低いが、その他の畜種では上

回っており、特にウシが大きく上回っていることが見て取れる。

　ところで、ボルガン郡はボルガン県中心地とその周辺部をエリアとしているために、市場へ

のアクセスは抜群である。通常、今日のモンゴルで換金性の高い畜産物といえばカシミアが筆

頭となるのだが、ボルガン県は都市空間に隣接しているがゆえに、牧民は牛乳や馬乳酒といっ

た、市場から距離のある地域では換金性のないものでも売ることが可能であり、現金を稼ぐこ

とができる（尾崎 2008：485，489，491）。ただし、馬乳酒は牧民自身が自家消費してしまう量

も多く、必ずしも換金に向けられる分だけではないことや、馬肉は牛肉よりも市場に流通させ

にくいがゆえに６）、換金性の高さではウシの方が上である。実際、エルデネ氏においても、牛

乳は都市の住民やアイスクリーム工場などに売却され、また肉も容易に販売できるがゆえに、

最も重要な家畜という位置づけを与えられている。
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　一方、それゆえに家畜の密度は高めであるため、大規模なヒツジ・ヤギ群を保持するには草

が不足となりがちな地域である。その結果として、ボルガン郡においては、現金収入をもたら

す家畜としてはヤギに加えウシの位置づけが高い点に地域的な特徴が見出せる。その一方、ヒ

ツジに関しては、自家消費的なウエイトが相対的に大きいため、現金収入源としてはあまり高

い位置づけを与えられていないといえる。また環境的にも、ヒツジの飼育よりウシの飼育に向

いている森林ステップが多い、という特徴がある（尾崎 2008：491）。

　このような状況下で、ウシの死亡率が県平均より明らかに高く、次いでヤギとウマも相対的

に大きな被害を受けているボルガン郡の牧民は、現金収入の頼みとしている家畜を集中的に

失ったといえるだろう。しかも、近年のカシミア価格の下落を受け、以前ほどヤギが収益性の

高い家畜ではなくなりつつある現状で、ウシがもっとも大きな打撃を受けた意味合いは、死亡

頭数の数字以上に大きいだろう。

　そもそも、頭数的にはヒツジ・ヤギの小家畜も１で、ウシ・ウマ・ラクダの大家畜も１であ

るが、家畜の経済価値を示す指標であるヒツジ単位（Standard Stocking Unit）の換算率では、

「ヒツジ１、ヤギ0.9、ウシ５、ウマ６、ラクダ７」（Humphrey and Sneath 1999：42，309）な

のである。もちろん、この換算率が現在の牧民にとって、収益性の面から見て心情的に納得で

きるものではない可能性は十分にある。ただし、ウシ１頭の価値がヒツジ１頭とは比べ物にな

らないくらい大きい、という質的な側面に関して言えば、現在でも十分に説得的な発想である。

その意味でも、単なる頭数以上に大型家畜の持つウエイトが大きいと考えるのは当然であろ

う。

おわりに

　本論では、2009／2010年冬のゾドがモンゴル国全体、ボルガン県、ボルガン郡、そしてボル

ガン郡の牧民に及ぼした影響について、フォーカスのレベルが異なればいかに異なった像を結

ぶかについて、ある程度ではあるが実証的に示すことができたと考えている。

　もちろん、本論ではいくつかのデータ面での不備や検討不足の点が存在したことも事実であ

る。本論の終わりにこうした点を確認し、今後の研究の課題としたい。

　まず、国家レベルに関しては、そもそも2009／2010年冬のゾドが、現時点で報じられている

ほどの未曾有のゾドとして今後とも記憶され続けるのか、という点を確認する必要があるだろ

う。もちろんこれは、2010年12月に実施される家畜センサスを受けて、次年以降いかなる統計

的数値が発表され、それが社会的事実として定着していくのか、というプロセスを見極めて判

断する必要があるだろう。

　無論、筆者は現在 OCHA などから発表されている数値が、それなりの根拠を持ったもので

あることを否定するつもりはない。ただ、モンゴルの統計にはよくあることだが、最新の「速
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報値」が翌年の統計で訂正される事例はしばしば発生する。例えば本論で取り上げた、ボルガ

ン県における2009年の成畜の非正常死頭数に関する2009年版の統計集と2010年版の統計集にお

ける数値の食い違いのように、である。もちろん、いずれが当時の状況をより正確に反映した

数値であるか、簡単に知る術はない。しかし確実にいえることは、そうした「ゆらぎ」は、統

計上では最終的に何らかの数値に落ち着き、それが少なくとも社会の中では「事実」と認定さ

れ、ゆるぎない社会的事実として定着するだろう、ということである。モンゴル社会を研究す

る立場としては、そうした数値が究極的に正しいのか否かはもちろんのことであるが、さらに

どうしてそういう結果に落ち着いたのか、という過程も興味深い考察対象となる。

　また、今回本論で取り扱った、６月に収集されていると思われる上半期の統計についても、

全国レベルでどのような項目がデータとして収集されており、それが国家統計のどのような部

分に反映されているのか、あるいはどの程度の生データが国家レベルで蓄積されているのかな

どについて、広範かつ踏み込んだ検討が必要である。

　次に県レベルに視点を移すと、本論では県を一応、ゾド経験の主体たりうるレベルとして描

写を行ったのではあるが、モンゴルにおける県レベルでの「地方社会性」に関する議論は将来

の課題として残したままである。この点については、早急な検討が必要であろう。なおその際、

筆者は行政単位の自律性に関する検討および、人々のアイデンティティのレベルにおいて県が

持つ意味合いの詳細な検討、という２つの切り口が重要な手がかりになるのではないか、と現

時点では考えている。

　一方、郡のレベルについては、筆者が先のゾドに関して行った現地調査などから判断しても、

郡が地方社会の一階層、つまり人々の地域認識に関する有力な参照枠の一つとして確固とした

リアリティを有していることはほぼ疑いがないように思われる。むしろ、このレベルで問題な

のは、量的データにおける不備である。

　本論では、郡レベルでの統計資料の過去への遡及に不十分な点があるため、手持ちの間に合

わせのデータを駆使し、可能な範囲で分析を行ったという事実は否定できない。また、ソムご

との多様性に関する検討、つまりソム間の差異を説得的に提示するという作業を十全に行った

とはいえないレベルである。今後、郡レベルの量的データの追加収集と歩調を合わせ、より多

角的な分析を行って、郡ごとの現実の多様性について検討を進めていく必要があるだろう。

　そして最後に、個人レベルのゾド経験およびゾド認識に関する多様な事例の収集である。本

論で取り上げた事例は、エルデネ氏の一事例に限られていたが、当然ながら牧民の個人レベル

においても多様性は存在する。もちろん、その多様性はなんら規則性のない「ランダム」では

ないものの、例えば牧畜に対するスタンスや、家畜数や社会ネットワークといった「資産」の

多寡によっても多様な経験・認識のパターンが想像しうる。この点については、個人レベルの

多様性の広がりに関する展望を得るために、ゾド経験・認識に関する聞き取り調査をボルガン
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郡と近隣地域で、次回のボルガン県での現地調査時に最優先の調査項目としてデータ収集を行

う予定である。

注
１）もちろん、筆者は県と郡以外に地方社会として考えうる階層が存在することを否定する意図はない。

例えば他にも、緩やかな親族・姻族・友人の集合体、村（バグ）といったミクロな階層や、「ゴビ」、「東
部地域」といった数県を包括するマクロな階層も、研究テーマによっては意味ある単位として描写可
能であろう。

２）15の県はアルハンガイ、バヤンホンゴル、バヤンウルギー、ドルノド、ドンドゴビ、ゴビアルタイ、
ヘンティ、ホブド、フブスグル、セレンゲ、トゥブ、ウムヌゴビ、オブス、ウブルハンガイ、ザブハ
ンである（OCHA 2010：７）。

３）報告書では、この大量移住について「mass exodus」（OCHA 2010：５）と言及している箇所も存在
する。これは2003年頃、先のゾド以降に発生したウランバートルへの人口移動を指し示す用語として、
ウランバートル在住の援助関係者がしばしば口にしていた表現である。

４）ただし、これらの統計データは筆者が直接県政府に出向いて入手したものではなく、かつて県政府
の職員であった現地の調査協力者が、2009／2010年冬のゾドに関連する家畜の統計データが必要であ
るという森永由紀氏（本研究プロジェクト代表者）および筆者の意を汲み、毎年冊子体で作成されて
いると思われるボルガン県の統計集から2009年と2010年の必要部分のみを県政府にてコピーしてくる
という形で入手したものである。そのため、他の年度にも同種のデータが公表されている可能性は高
い。なお『ボルガン県統計集2007年』には、仔畜の死亡数に関する統計は見られないものの、郡別の
仔畜の生存率に関する統計が掲載されていることから、公表のスタイルはさておき、各郡の家畜別出
生数と仔畜の死亡数について、少なくともデータとしては例年収集され続けているものと想像される。
ただしモンゴル国の統計集においては、必ずしも長年にわたり同一の項目が固定的に掲載され続ける
わけでもなく、また国家レベルと県レベルで公表される項目が異なっているケースが存在することも
また事実であるため、このデータ収集がどの程度の過去まで遡りうるかを知るためには調査の必要が
ある。

５）筆者は2010年２月に彼の冬営地、2010年８月に彼の秋営地を訪問し、2009／2010年冬のゾドに関連
して短時間の聞き取りを行った。

６）馬肉が主として冬場に、食料として出回っていることは事実である。ただしその一方で、ウマはモ
ンゴル人にとって感情移入の対象となりうる特殊な位置づけの「家畜」であるがゆえに、多くの人が
好んで食べる牛肉とは異なり、馬肉を食べることに抵抗感を示すモンゴル人も少なくない。その意味
で、ウマのメジャーな用途は乗用と馬乳酒であり、牛乳・肉・運搬がメジャーな用途となるウシとは
位置づけが大きく異なっている。
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